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要旨　　　
本論文の目的は，身体活動量の評価方法に関する知見を整理し，各評価方法の特徴および有用性に

ついて検討することであった．身体活動量の評価方法は，高い妥当性・信頼性が検証されている二重
標識水法を gold standard として，現在までにエネルギー消費量測定法や加速度計法などの方法の検
証が行われてきた．エネルギー消費量測定法は，二重標識水法と同様に高い妥当性・信頼性が得られ
る代わりに，整った設備や長時間の拘束を要するため，疫学調査やフィールド調査としては不向きで
あった．加速度計法は，対象者の負担が少なく，長期の測定が可能であり，妥当性・信頼性のあるデー
タの測定が可能であるが，著明な身体疾患を有する対象者や四肢末端の細部の動きに関しては測定が
困難な場合も懸念された．身体活動量の評価方法を選択する場合には，対象者の年齢層や身体的特徴，
あるいは身体活動量の評価の目的を考慮する必要があると考えられた．
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Ⅰ．はじめに

身体活動は，「エネルギー消費をきたす骨格
筋の収縮活動によりもたらされる，あらゆる
身体的な動き」（Casperson C. J. et al, 1985）
と定義されており，運動だけでなく家事や通
勤，買い物，庭仕事，余暇スポーツなどの日
常生活活動（Activities of Daily Living；以
下，ADL）が含まれる．身体活動の強度は，
酸素消費量 3.5mL/kg/min を基本単位 1METs

（metabolic equivalents）とし，身体活動量は
活動強度（METs）と活動時間（時）の合計と
の積（METs・時）で表される．健康保全や生
活習慣病などの疾病予防を目的とした対策に
は，比較的強度の強い運動が推奨されてきた経
緯がある（厚生労働省 , 1989）が，現在は，運
動だけでなく，日常的な身体活動を促進するこ
とで身体活動量を増大させることの重要性が報
告されている（Pate R. R. et al, 1995）．健康
日本 21（厚生労働省 , 2013）では，身体活動
量を促進する取り組みが推奨されているが，活
動により活動強度や活動時間が異なり，単一的
な評価では多彩な種類の身体活動量を把握し切
れないことから，対象者の日常的な身体活動量
をどのように評価するかが重要な課題になると
考えられる．身体活動量の評価には様々な方法
が用いられているが，評価方法自体の特徴や有
用性の検証が十分なされないままに，研究で用
いられている場合が多いと考えられる．身体活
動量の評価は，全ての評価が全ての対象者に当
てはまるとは限らないため，評価方法の特徴や
有用性を理解し適切な評価方法を使用すること
は，実施する研究や研究対象者への個別性を
持った結果を検証することに繋がると考えられ
る．本論文の目的は，身体活動量の評価方法に
関する先行研究を収集し特徴および有用性に関

する知見を整理することで，どのような対象者
にどのような身体活動量の評価が有効なのかを
明らかにすることであった．

　Ⅱ．身体活動量評価の概要

身体活動量の評価方法を調査した先行研究を
表 1 に示した．身体活動量の評価方法には，二
重標識水法，呼気ガス分析法，および心拍数
法などのエネルギー消費量測定法や，歩数計
法，加速度計法，離床時間・訓練時間，Time 
Study 法および国際標準化身体活動量質問票な
どの質問紙法などが用いられている．下記に詳
細を示す．

1．二重標識水法
二重標識水（Doubly Labeled Water；以下，

DLW）法は，酸素の安定同位体である 18O と
水素の安定同位体である 2H を混同し，18O と
2H の濃度を予め規定した水（DLW）を用いた
エネルギー消費量測定法である．測定方法は，
対象者に二重標識水を摂取させ，1 ～ 2 週間の
間に採取した血液，唾液または尿のいずれかを
用いる．エネルギー消費量は，体外に排出され
た 18O と 2H の排出率の違いから二酸化炭素の
排出量を求め，呼吸商の算出式（呼吸商 = 酸
素摂取量 / 二酸化炭素排出量）に代入して求め
ることができる．DLW 法の利点は，エネルギー
消費量測定法として最も精度が高いことであり

（Kashiwazaki H. et al, 1986; Schoeller D. A. et 
al, 1982），DLW 法は日常生活のエネルギー消
費量測定法の gold standard とされている（柏
崎浩 , 2001; Csizmadi I. et al, 2014）．また，対
象者が DLW 法のために受ける日常生活上の制
約は，毎日定時にサンプル収集用の容器に採取
物を入れる協力のみである（柏崎浩 , 2001）た
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め，幅広い対象者に対して評価が可能である．
DLW 法の欠点は，分析費用が高価なことであ
り，フィールド調査として用いられることは少
なく，専ら基礎的研究において用いられる（吉
武裕 , 2000）．また，DLW 法により得られた
結果は，評価期間を代表する推定値となるため，
総エネルギー消費量の内訳についての情報は得
られず，1 日毎または動作毎のエネルギー消費
量の測定は困難である（柏崎浩 , 2001）．

2．呼気ガス分析法
呼気ガス分析法は，エネルギー消費量を間接

的に推定する方法の一つであり，客観的にエネ
ルギー消費量を測定する方法の standard とさ
れている（李廷秀 他 , 2000）．ダグラスバック
による方法（佐藤信昭 他 , 1999）は，日本で
も普及されており，対象者にマスクやマウス
ピースを装着させ，身体活動中の呼気を採取し
て酸素消費量と炭酸ガス産生量を測定し，エネ
ルギー消費量を算出する方法である．測定に時
間がかかることや多数の対象者を同時に測定で
きないなどの問題から，疫学調査やフィールド
調査に使用するのは不向きであるが，フィール
ドでの様々な運動中のエネルギー消費量を測定
する軽量ポータブル型呼気分析計も開発されて
おり，妥当性・信頼性が検証されている（Vogler 
A. J. et al, 2010）．

3．心拍数法
心拍数（Heart Rate；以下，HR）法は，心

肺運動負荷試験により測定された HR から酸素
摂取量を求め，O21L 当たり 5kcal であること
に基づいて，酸素摂取量（L/min）からエネル
ギー消費量（kcal/day）を算出する方法であ
る．HR を用いたエネルギー消費量の推定は従
来から行われてきた（臼谷三郎 , 1992; 木田和

幸 他 , 1988）が，運動時は HR と酸素摂取量
との関係が直線関係となるものの，安静時や睡
眠時は直線関係が成り立たず，安静時の身体活
動量の推定精度が低いなどの問題点が指摘され
てきた（Wareham N. J. et al, 1998）．従来の
方法の欠点を改良した Flex HR 法（Spurr G. B. 
et al, 1988; Livingstone M. B. et al, 1990）は，
安静時と運動時との分岐点（Flex HR）を求め，
Flex HR を境として別々に酸素摂取量を算出
する方法であり，DLW 法との比較において妥
当性が既に検証されている．HR は心理的情動
や環境などの影響を受けやすいことから，HR
がエネルギー消費量を正確に反映しない可能性
がある（李廷秀 他 , 2000）．また，心肺運動負
荷試験を必要とすることから，設備が整った場
所を必要とし，フィールド調査としては不向き
である．

4．歩数計法
歩数計の利点は，簡便，軽量，安価，24 時

間装着可能なことであり，地域住民を対象とし
た疫学研究やフィールドでの治療用モニタリン
グ機器として利用されている．歩数計の欠点は，
腰部の上下動や踵接地時の衝撃により測定誤差
が生じることや，日常生活において自力歩行が
困難な対象者には使用できないことである．身
体活動量の数値を大きく左右する動作は歩行で
あり（DiPietro L., 2001; 木村美子 他 , 1988），
歩数計による身体活動量の評価は，地域生活で
は正確で信頼性のある方法である（藤島一郎 
他 , 2016）．一方で，杖・下肢補装具の使用や
歩行速度により測定誤差を生じるとの報告（岩
月宏泰 , 1992; Crouter S. E. et al, 2003; Carroll 
S. L. et al, 2012）も散見されることから，測定
値が実歩数を正確に表示しているかの検討は必
要である．
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5．加速度計法
近年，加速度センサーを内蔵する活動量計

を用い，身体活動を評価した観察研究や介入
研究が飛躍的に増加している（藤島一郎 他 , 
2016）．加速度計法は，日常生活での長期の測
定が可能であり，DLW 法よりも導入コストが
低く，呼気ガス分析法よりも対象者の負担が少
ない評価方法であり（笹井浩行 他 , 2015），エ
ネルギー消費量と身体活動強度を簡易的に測定
できる有用な方法とされている（Chen K. Y. et 
al, 1997; Freedson P. S. et al, 1998）．最近では，
3 軸加速度センサー内蔵の安価な活動量計が普
及しているが，著明な身体疾患を有する対象者
には使用は不向きであり，四肢末梢の細かな体
動の感知には限界があり過小評価が生じる（藤
島一郎 他 , 2016）ことが指摘されている．し
かし，身体活動量評価に関するシステマティッ
クレビュー（Gebruers N. et al, 2010）では，
加速度計法は脳卒中患者の身体活動量に関する
妥当性・信頼性のある評価方法であると報告し
ており，脳卒中患者に対しても適応可能とされ
ている．Haeuber ら（Haeuber E. et al, 2004）
は，脳卒中患者の歩行レベルに関する加速度計
のモニタリングは正確であり，高い信頼性を持
つことを報告している． 

6．離床時間・訓練時間
離床時間の評価は，本人および家族から就寝

時間と起床時間を聴取し，覚醒時間帯における
臥位・座位・立位・歩行の時間は本人や家族，
担当セラピストや介護者などから聴取すること
で把握する（藤島一郎 他 , 2016）．訓練時間の
評価は，リハビリテーションなどの訓練時間中
の活動を担当セラピストから聴取することや過
去の診療録から抽出することで把握する．身体
活動量の評価として離床時間・訓練時間の妥当

性・信頼性を示した報告は殆どない．離床時間・
訓練時間の評価は，思い出しなどの記憶の問題
があることや，介護を要する対象者の場合には
介護者の関わりが離床時間・訓練時間に影響を
与えてしまうといった問題が生じる．離床時間・
訓練時間は，あくまでリハビリテーションの実
施時間を把握するものであり，対象者の身体活
動量を反映する指標ではないと考えられる．

7．Time Study 法
Time Study 法は，分単位での活動内容調査

もしくは行動観察により総エネルギー消費量を
算出する方法である．臥位・座位・立位・歩行
の 4 つの姿勢ごとに活動強度を考慮し 1 日当た
りの量を推定する．24 時間活動記録法も Time 
Study 法の 1 つである．原田ら（原田亜紀子 他 , 
2001）は，地域在住の中高年者と若年者に対
し 24 時間活動記録法の妥当性を示したが，記
入漏れや活動内容が多彩となった場合に適した
エネルギー消費量の推定の難しさを指摘してい
る（Spurr G. B. et al, 1996）．

8．国際標準化身体活動量質問票
国際標準化身体活動量質問票（International 

Physical Activity Questionnaire；以下，IPAQ）
は，世界保健機関が主導して作成した尺度で，
平均的な 1 週間の身体活動を評価する． IPAQ
への妥当性・信頼性は検証されている（村瀬
訓生 他 , 2002; 北村菜月他 , 2010; Tomioka 
K. et al, 2011）が，65 歳以上の高齢者に対
する IPAQ の信頼性は顕著でないとの報告

（Tomioka K. et al, 2011）もある．質問数の
違 い で long form（version） と short form

（version）が用意されており，妥当性・信頼性
の面に明らかな差異を認めていない（村瀬訓生 
他 , 2002）．IPAQ を含めた質問紙法は，短時
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間で実施でき，安価で導入しやすく，対象者の
日常の身体活動パターンを妨げずに長期的に評
価できる（山村千晶 他 , 2002; Westerterp K. R., 
1999）．一方で，質問紙法は，誤読，記入漏れ，
思い出しという記憶の問題などが結果に影響を
及ぼし，特に高齢者や子どもには適していない

（川久保清 他 , 2009; 大澤祐介 他 , 2009）．北村
ら（北村菜月 他 , 2010）は，IPAQ も同様に
対象者によっては思い出しという記憶の影響を
受けることから，正確な身体活動量の評価に対
する限界を示唆した．

　Ⅲ．まとめ

今回，身体活動量の評価方法について，各評
価方法の特徴や有用性に関する知見を整理し
た．各評価方法の特徴や有用性については，既
に多くの先行研究で整理されているものの，対
象者の特性や使用場面によって推奨点もしくは
限界点があることが明らかになった．身体活動
量の評価は，対象者の年齢層や身体的特徴，あ
るいは身体活動量評価の目的を考慮した上で評
価方法を選択する必要が示唆され，適切な評価
方法を選択することにより，実施する研究や研
究対象者への個別性を持った結果を検証するこ
とに繋がると考えられた．
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Abstract　
The purpose of this review article was to organize the knowledge on the evaluation methods 

of physical activity, and to examine the features and usefulness of each method. For the 
evaluation of physical activity, methods such as measurement of energy expenditure and use 
of the accelerometer have been verified to date, with the doubly labeled water method as the 
gold standard, which has been verified to have high validity and reliability. The measurement 
of energy expenditure is deemed unsuitable for epidemiological and field surveys because it 
requires well-equipped laboratories and long-term restraint in contrast to obtaining high validity 
and reliability measurements like the doubly labeled water method. The accelerometer method 
is less burdensome to the subject, enables long-term measurement, and allows measurement of 
data validity and reliability; however, there is concern that it may be difficult to measure the 
movement of the subject with remarkable physical disorder or the details of the extremities 
of the limbs. When choosing the evaluation method of physical activity, it seems necessary to 
consider the age group and physical characteristics of the subject, as well as the purpose of the 
evaluation.
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